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～ 政策的主要事業等の概要 ～
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新 … 本 年 度 か ら の 新 規 事 業

継 … 前 年 度 以 前 か ら の 継 続 事 業

拡 … 前 年 度 以 前 か ら 拡 充 し た 事 業

※ 詳しくは「令和２年度当初予算(案)の概要」にある「予算説明資料の見方」をご覧ください。

款 項 目
整理
Ｎｏ

事業名
創生

総合戦略
感染症

対応事業
予算額

説明
ページ

説明資料
ページ

所管課

この内容に関するお問い合わせは …

　　〒786-8501　高知県高岡郡四万十町琴平町16-17

　　■政策的主要事業等の概要説明資料について

　四万十町役場　各事業所管課

　　■基金・地方債・普通交付税の状況について

　　　　　　　　総務課（財政班）

　　　電　話　0880－22－3111（代表）
　　　Ｆａｘ　0880－22－3123

資

料

の

見

方

新
規
・
継
続
・
拡
充
の
別

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる基本目標

① 地域の特性を生かした雇用を創出する

② 四万十町への新しい人の流れをつくる

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」に掲げられた４つの柱

Ⅰ感染拡大防止策と医療提供体制の整備

Ⅱ雇用の維持と事業の継続

Ⅲ経済活動の回復

Ⅳ強靭な経済構造の構築



【 新型コロナウイルス対応関連事業の状況 】 説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

1～2 総務課（財政班）

【 一 般 会 計 】 単位： 千円

款 項 目
整理
No.

創生総
合戦略

感染症
対応事業

予 算 額
説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

9 1 5 2 Ⅰ 1,273 3 危機管理課

3 1 1 3 Ⅰ 1,500 4

4 1 1 4 Ⅰ 10,350 4

6 2 2 6 Ⅱ 28,050 5

2 1 6 7 ② Ⅳ 35,000 6

7 1 1 8 ① 58,188 6

7 1 1 9 Ⅱ 262,850 7

7 1 1 10 Ⅱ 5,000 7

7 1 1 11 Ⅲ 91,140 8

7 1 3 12 7,354 8

7 1 3 13 ② 2,136 9

7 1 3 14 ② 11,091 9

7 1 3 15 ② 3,000 10

7 1 5 16 ④ 78,474 10

10 1 2 17 ③ Ⅳ 30,288 11 学校教育課

3 2 1 18 24,200 11 生涯学習課

【 大正診療所特別会計 】 単位： 千円

款 項 目
整理
No.

創生総
合戦略

感染症
対応事業

予 算 額
説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

2 1 1 1 Ⅰ 45,818 12 大正診療所

【 特別養護老人ホーム窪川荘特別会計 】 単位： 千円

款 項 目
整理
No.

創生総
合戦略

感染症
対応事業

予 算 額
説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

1 1 1 1 Ⅰ 656 12 窪川荘

【 特別養護老人ホーム四万十荘特別会計 】 単位： 千円

款 項 目
整理
No.

創生総
合戦略

感染症
対応事業

予 算 額
説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

1 1 1 1 Ⅰ 645 13 四万十荘

【 基金・地方債・普通交付税の状況 】
説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

14 総務課（財政班）

15 総務課（財政班）

16 総務課（財政班）

17 総務課（財政班）

18 総務課（財政班）

19 総務課（財政班）

20 総務課（財政班）

地方債残高見込（全会計）

令和２年度「地方債」借入見込額及び充当先一覧

令和２年度「四万十町」普通交付税の状況

感染症対策用医療機器購入事業

地方債発行額及び公債費等の推移（一般会計）

事 業 名

新型コロナウイルス感染症対策事業

事 業 名

新型コロナウイルス感染症対策事業

令和２年度「ふるさと支援基金」充当先一覧

各種基金の状況（全会計）

令和２年度「特定目的基金」充当先一覧

雇用労働継続支援助成事業

起業者支援助成事業

地域応援商品券事業

松葉川温泉ボイラー改修事業

町内周遊磨き上げ事業

事 業 名

「きらら大正」太陽光・空調設備等整備事業

ＩＣＴ教育推進事業

小鳩保育所太陽光設備整備事業

海洋堂ホビー館四万十リニューアル事業

政策的主要事業等一覧（目次）

健康福祉課

新型コロナウイルス対応関連事業一覧

2 1 6 1 ④ Ⅱ 2,961 3

医療施設等感染症対策整備事業

事 業 名

新型コロナウイルス感染症対応土佐くろし

新型コロナウイルス等感染症対策資機材整備事業

あったかふれあいセンター感染症対策整備事業

6 1 3 5 

お鉄道運行支援事業

新型コロナウイルス感染症対策農産物集出

にぎわい創出課

企画課

荷施設等整備事業 Ⅱ 73,878 5 農林水産課

木材流通改善支援事業（新型コロナウイルス対応）

観光情報配信委託事業

お試し滞在施設整備事業

企業立地等促進事業



☞ 新型コロナウイルス対応関連事業一覧 単位：千円

うち臨時交
付金充当額

うち臨時交
付金充当額

うち臨時交
付金充当額

感染拡大防止策と医療提供体制の整備
58,519 56,019 93,807 20,357 152,326 76,376 

行政情報配信事業
165 165 ▲ 165 165 0 

投票所感染症対策事業
0 343 343 0 

福祉避難所感染症防止対策整備事業
0 5,066 5,066 5,066 5,066 

あったかふれあいセンター感染症対策整備事業
0 1,500 1,500 1,500 1,500 

十和隣保館網戸設置事業
0 88 88 0 

保育対策総合支援事業
0 2,459 2,459 0 

放課後児童クラブ感染症対策事業（※）
0 593 33 593 33 

公立保育所感染症対策事業
0 3,000 3,000 0 

認定こども園感染症対策事業
0 500 500 0 

子育て支援センター感染症対策事業
0 500 500 0 

医療施設等感染症対策整備事業
0 10,350 10,350 10,350 10,350 

子育て世代包括支援センター感染症対策事業
0 500 500 0 

検診会場感染症対策事業
240 240 240 240 

感染症対策商工業施設等整備補助金
25,000 25,000 25,000 25,000 

消防救急隊感染症対策事業
861 861 861 861 

新型コロナウイルス等感染症対策資機材整備事業
26,053 23,553 1,273 1,273 27,326 24,826 

小学校感染症対策事業（※）
0 12,000 6,000 12,000 6,000 

中学校感染症対策事業（※）
0 5,000 2,500 5,000 2,500 

四万十会館感染症対策事業
0 1,196 1,196 0 

感染症対策事業（大正診療所）
900 900 1,291 ▲ 900 2,191 0 

感染症対策用医療機器購入事業（大正診療所）
0 45,818 45,818 0 

感染症対策事業（十和診療所）
500 500 500 ▲ 500 1,000 0 

新型コロナウイルス感染症対策事業（特別養護老人ホーム窪川荘）
2,400 2,400 656 ▲ 2,400 3,056 0 

新型コロナウイルス感染症対策事業（特別養護老人ホーム四万十荘）
2,400 2,400 645 ▲ 2,400 3,045 0 

難聴者対応用備品購入事業
0 529 529 0 

補　正　額補　正　前事業名 補　正　後

事　業　費

Ⅰ

事業
区分

― 1 ―



☞ 新型コロナウイルス対応関連事業一覧 単位：千円

うち臨時交
付金充当額

うち臨時交
付金充当額

うち臨時交
付金充当額

補　正　額補　正　前事業名 補　正　後

事　業　費

事業
区分

雇用の維持と事業の継続
235,661 47,187 233,702 308,441 469,363 355,628 

新型コロナウイルス感染症対応土佐くろしお鉄道運行支
援事業 0 2,961 2,961 2,961 2,961 

遺族会補助金
0 82 82 0 

障害児長期休暇支援事業
261 261 261 261 522 522 

マタニティママ応援給付金
13,000 13,000 13,000 13,000 

新型コロナウイルス感染症対策農産物集出荷施設等整備
事業 0 73,878 73,878 0 

農業経営収入保険制度緊急支援事業
10,500 2,026 8,474 10,500 10,500 

木材流通改善支援事業（新型コロナウイルス対応）
0 28,050 28,050 28,050 28,050 

経営持続化支援補助金
180,000 ▲ 142,500 37,500 0 

休業要請協力金
18,000 18,000 18,000 18,000 

高知県休業要請協力金町負担金
8,500 8,500 8,500 8,500 

家賃負担軽減補助金
5,400 5,400 5,400 5,400 

雇用労働継続支援助成事業
0 262,850 262,850 262,850 262,850 

起業者支援助成事業
0 5,000 5,000 5,000 5,000 

修学旅行中止等に伴う保護者負担支援事業
0 3,000 845 3,000 845 

コロナ禍により入国するまでの宿舎借上料
0 120 120 0 

経済活動の回復
1,699,064 2,423 115,219 108,086 1,814,283 110,509 

特別定額給付金
1,676,682 1,676,682 0 

子育て世帯への臨時特別給付金
19,959 19,959 0 

産業振興推進感染症対策事業
0 4,710 4,710 0 

地域応援商品券事業
0 91,140 91,140 91,140 91,140 

観光施設用備品購入事業
0 3,080 3,080 3,080 3,080 

観光施設改修事業
0 569 569 569 569 

観光施設改修事業、観光施設用備品購入事業
0 5,720 5,720 5,720 5,720 

奥四万十じも旅キャンペーン町負担金
0 10,000 10,000 10,000 10,000 

観光列車活用委託事業
2,423 2,423 ▲ 2,423 2,423 0 

強靭な経済構造の構築
47,635 17,755 65,288 ▲ 9,723 112,923 8,032 

テレワーク構築事業
10,021 10,021 ▲ 10,021 10,021 0 

人材育成推進事業（オンライン・校内ＡＩ教育支援）
7,734 7,734 7,734 7,734 

お試し滞在施設整備事業
0 35,000 35,000 0 

ＩＣＴ教育推進事業（※）
29,880 30,288 298 60,168 298 

2,040,879 123,384 508,016 427,161 2,548,895 550,545 

【参　考】新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金交付見込額 123,384 

418,330 

8,831 

550,545 

※国庫補助事業分は第三次配分予定

臨時交付金配分予定額　計

第一次配分額

第二次配分予定額

国庫補助事業分（※）

計

Ⅳ

Ⅲ

Ⅱ

― 2 ―



令和２年度 ９月補正予算資料

単位：千円

単位：千円

2,961 

1,273 

1,194 

全

体

計

画

等
平30 令元 令2 令3 令4 計

国 新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金

　

　新型コロナウイルスをはじめとする感染症対策として、様々な資機
材の整備が必要となる。
　災害時に開設する避難施設においても、これまで以上に感染症対策
の物資・資機材の整備が必要となっており、個々の避難施設に応じた
資機材を整備する。

0 0 27,326 － － 27,326 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
　施設内避難者の必要スペースが、新型コロナウイルス感染症への対
策により3㎡/人から6㎡/人となったことで、沿岸部における避難施設
収容人数が大幅に減少することとなった。このため、施設外避難者が
使用する屋外避難テント等を追加整備する。
　・追加整備必要人数：興津地区54人分、志和地区25人分
　・避難所資機材購入費：1,272,570円
　　（屋外避難テント・テント用遮熱シート・屋外避難用寝袋等）

会　計　名 一般会計 款 9 項 1 目 5 目名

計 27,326 24,826 2,500 0 0 0 17 新型コロナウイルス対策避難

今回 1,273 1,273 0 10 消耗品費

既決 26,053 23,553 2,500 0 

事　業　名 新型コロナウイルス等感染症対策資機材整備事業 所 管 課 名 危機管理課
新・継

予 算 額
財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳

継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 47 ページ　　～ 48 ページ

0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

■ 事業の目的(趣旨)

国 新型コロナウイルス感染症対

防災費

予 算 額

2,961 

所備品購入費

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

79 

平30 令元 令2 令4 計

応地方創生臨時交付金

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

令3

0 

なし

0 

一般財源

0 

2,961 

応土佐くろしお鉄道運行補助

新
既決
今回 2,961 2,961 

予 算 額
財 源 内 訳 21 ページ　　～

0 

18 新型コロナウイルス感染症対

21 ページ

金

　新型コロナウイルス感染拡大に伴う移動の自粛等の影響により、運
輸収入が減少し、厳しい経営状況の中で、沿線住民等の移動手段及び
沿線地域への観光客誘致に必要不可欠である土佐くろしお鉄道中村・
宿毛線の安全な運行を確保するために県・沿線自治体が補助するもの
である。

■ 事業の目的(趣旨)

国 県 地 方 債 そ の 他

(政策的主要事業等の概要説明資料)

会　計　名 一般会計 款 2 項 1 目 6 目名 企画費

計 2,961 2,961 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁

0 0 0 2,961 0 

　

予算書頁

所 管 課 名 企画課

新・継

0 

歳 出 予 算 内 訳

0 0 0 0 0 

全

体

計

画

等

予 算 額節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

　安全な運行の確保に必要な修繕費。
　（国、県及び沿線自治体の補助対象経費を除く）

事　業　名
新型コロナウイルス感染症対応土佐くろしお鉄
道運行支援事業

創

行数

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅱ雇用の維持と事業の継続

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅰ感染拡大防止策と医療提供体制の整備

― 3 ―



令和２年度 ９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

1,500 

1,500 

10,350 

10,350 
応地方創生臨時交付金

国 新型コロナウイルス感染症対

0 0 10,350 －

一般会計 款 4 項 1 1 目名 保健衛生総務費
事　業　名 医療施設等感染症対策整備事業 所 管 課 名 健康福祉課

予 算 額
財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳

予算書頁 34 ページ　　～ 34

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
〇補助対象経費
・感染拡大防止、診療体制確保に要する費用
　(従前から勤務している者の人件費は対象外）
〇補助対象機関及び補助額（上限）
・救急等でコロナ患者受入医療機関　 3,000千円× 1施設
・病院　　　                     　1,000千円× 1施設
・無床診療所・歯科　　　　　　　 　  500千円×12施設
・訪問看護ステーション　　　　　 　  350千円× 1施設

全

体

計

画

等

　

0 0 1,500 － － 1,500 

平30 令元 令2 令3 令4 計

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
〇補助対象経費
　・感染症予防対策に要する費用
　　(従前から勤務している者の人件費及び備品は対象外）
〇補助対象機関及び補助額（上限）
　・あったかふれあいセンター　　　 500千円×3ヶ所

国 新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

■ 事業の目的(趣旨)

　町内のあったかふれあいセンターが感染症予防対策のために要する
費用に対し補助を行い施設の負担軽減を図る。

3 項 1 目 1 目名

計 1,500 1,500 0 0 0 0 染症対策整備事業補助金

今回 1,500 1,500 0 18 あったかふれあいセンター感

既決 0 0 0 0 0 0 

事　業　名 あったかふれあいセンター感染症対策整備事業 所 管 課 名 健康福祉課
新・継

予 算 額
財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳

新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 26 ページ　　～ 26 ページ

会　計　名 一般会計 款

節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

ページ

予 算 額

18 医療施設等感染症対策整備事

社会福祉総務費

予 算 額

業補助金

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

目

一般財源

会　計　名

0 0 

新・継

10,350 10,350 

平30

0 

■ 事業の目的(趣旨)

新
既決 0 0 0 0 
今回

国 県 地 方 債

　病院等が診療体制を確保するため、下記の県補助額を超えた感染拡
大防止対策に要する費用を補助する。
 ※県補助事業
  新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金
　新型コロナウイルス感染拡大防止事業費補助金

全

体

計

画

等

　

そ の 他

計 10,350 10,350 0 0 0 0 

－

令元 令2 令3 令4 計

10,350 

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅰ感染拡大防止策と医療提供体制の整備

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅰ感染拡大防止策と医療提供体制の整備
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令和２年度 ９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

73,878 

73,878 

28,050 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

全

体

計

画

等

本年度限定（次年度以降は新型コロナウィルスの状況により判
断）で、町内の森林から搬出される原木の市場手数料および椪立
料を支援。

　

0 0 28,050 － － 28,050 

平30

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
　原木市場手数料・椪立料への補助
　　・手数料　30,000㎥×10,000円×0.082×1/2＝12,300千円
　　・椪立料　30,000㎥×1,050円/㎥×1/2＝15,750千円
　　・合　計　28,050千円

予 算 額
財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳

予算書頁 38 ページ　　～ 38 ページ

計 28,050 28,050 0 0 0 0 

0 0 
28,050 

国 新型コロナウイルス感染症対

今回

一般会計 款

平30

－ － 73,878 

策農産物集出荷施設等整備事

■ 事業の目的(趣旨)

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
①接触機会の低減、販売機会の拡大に係る集出荷施設の整備（精米施
設改修及び設備高機能化、カントリーエレベーター自主検査装置高機
能化、冷暖房装置の設置）
②新たな生活様式に対応するための施設改修及び施設整備（手洗い設
備、害虫対策、空調設備、外部との仕切り壁・二重扉設置等）
③計画的生産に必要な小規模の食品加工機械等（冷蔵庫・冷凍庫）の
購入など
　【ＪＡ分①】　97,155,000円×2/3＝64,771,000円
　【その他②③】６事業所分　13,665,000円×2/3＝9,107,000円

全

体

計

画

等

10月…事業実施計画・交付申請
11月…交付決定
11月～3月…事業実施
3月…実績報告

　

0 0 73,878 

業補助金

県 新型コロナウイルス感染症対

73,878 今回

新・継

国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 節 予 算 額

計 73,878 0 73,878 0 0 0 

策農産物集出荷施設等整備事

業補助金

0 0 0 0 18 新型コロナウイルス感染症対0 

予 算 額
財 源 内 訳

項 1 3 目名 農業振興費会　計　名 一般会計 款 6

農林水産課

会　計　名 目

0 

6 項

28,050 
節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

18 木材流通改善支援事業補助金

（新型コロナウイルス対応）

新

2 2 目名 林業振興費
事　業　名 木材流通改善支援事業（新型コロナウイルス対応） 所 管 課 名

応地方創生臨時交付金

既決 0 0 0 0 予 算 額

■ 事業の目的(趣旨)

　新型コロナウイルスによる経済的影響の長期化により、今後、原木
価格の低迷が見込まれる事から、これまで既存の事業で支援を行って
いなかった原木市場の手数料、椪立料について補助を行い、林業事業
体及び森林所有者の負担軽減と森林整備の促進を図る。

新・継

ページ

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

所 管 課 名 農林水産課
歳 出 予 算 内 訳

予算書頁 36 ページ　　～ 37
細節名称（ 予算書説明欄 ）新

73,878 0 

国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

計令4令3令2令元

目

既決 0 

　新型コロナウイルス感染症のため、影響を受けた農産物の流通及び
販売体制を維持強化することを目的として、農産物集出荷施設等の整
備等に要する経費に対して補助を行う。
　補助率：2/3（全額県費）

事　業　名
新型コロナウイルス感染症対策農産物集出荷施
設等整備事業

令元 令2 令3 令4 計

28,050 

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅱ雇用の維持と事業の継続

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅱ雇用の維持と事業の継続
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令和２年度 ９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

35,200 

15,000 

1,946 

56,242 

22,904 

計

0 0 58,188 － － 58,188 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

県 コールセンター等立地促進事

業費補助金

町債 過疎対策事業債（旧丸山小学

全

体

計

画

等

９月下旬～　実施設計、入札
10月下旬～翌年２月　改修工事
翌年３月　パーソルチャレンジ株式会社 高知四万十オフィス開
所

　

校シェアオフィス整備）

平30 令元 令2 令3 令4

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
　７月30日に当町と進出協定を締結したパーソルチャレンジ株式会社
が入居する旧丸山小学校の改修を行う。

　　・設計監理委託料　　　　　 1,945,900円
　　・工事費（建築主体）　　　35,530,000円
　　・工事費（機械）　　　　　12,377,200円
　　・工事費（電気設備）　　　 8,332,500円
　　・工事費（電話回線引込）　　 　2,200円

■ 事業の目的(趣旨) 14 旧丸山小学校シェアオフィス

　本町における企業立地を促進するため、事業者等に対し必要な措置
を講じ地域経済の活性化を図るとともに、雇用の創出、町民生活の向
上に資することを目的とする。

整備工事費

0 0 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

今回 58,188 22,904 35,200 84 12 旧丸山小学校シェアオフィス

既決

国

計

県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 40 ページ　　～ 40 ページ

58,188 0 22,904 35,200 0 84 整備設計監理委託料

予 算 額

0 0 35,000 0 0 35,000 

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 1 目名 商工総務費
事　業　名 企業立地等促進事業 創 所 管 課 名 にぎわい創出課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新

県 移住促進事業費補助金 13,000 
町債 過疎対策事業債（移住定住促

進用住宅整備）

全

体

計

画

等

平成24年度　広井・中津川
平成29年度　窪川古市町
令和 2年度　田野々・小野

　

平30 令元 令2 令3 令4 計

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
お試し滞在施設の整備　2棟（田野々・小野）
設計監理委託料　 2,000,000円
工事費　　　　　30,000,000円
備品購入費　　　 3,000,000円

計 35,000 0 13,000 15,000 0 7,000 監理委託料

■ 事業の目的(趣旨) 14 お試し滞在住宅新築工事費 30,000 
　新型コロナウイルスの感染拡大で在宅勤務が増えたのを機に、都市
から地方への移住を考える人が目立つようになってきた。また、地方
にも生活拠点を構えて、都会の自宅と行き来するスタイルにも挑みや
すくなった。これまでは通勤という壁に阻まれていたが、価値観の変
化に遠隔勤務の普及が重なっていることから、お試し滞在施設を整備
することにより受け入れ態勢の充実を図る。

17 お試し滞在住宅備品購入費 3,000 

2,000 

0 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 35,000 13,000 15,000 7,000 12 お試し滞在住宅新築工事設計

会　計　名 一般会計 款 2 項 1 目 6 目名 企画費
事　業　名 お試し滞在施設整備事業 創 所 管 課 名 にぎわい創出課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 20 ページ　　～ 21

既決 0 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

ページ

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅳ強靭な経済構造の構築
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令和２年度 ９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

　

単位：千円

262,850 

262,850 

令元 令2 令3 令4 計

0 0 5,000 0 0 5,000 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金

全

体

計

画

等

　

平30

5,000 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
　町内の起業者の事業継続を支援するため、平成30年度以降の起業で
特にコロナの影響を受けた業種に対して助成金を交付する。

助成対象者
　平成30年4月1日～令和2年4月30に起業した事業者
　※対象業種：運輸業、宿泊業、飲食サービス業、教育・学習支援業

　10経営体×500,000円＝5,000,000円

計 5,000 5,000 0 0 0 0 ナウイルス対応）

■ 事業の目的(趣旨)

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う自粛要請などにより影響を
受けた、町内の起業者の事業継続を支援し維持するため、平成30年度
以降に起業した事業者に対して助成する。

5,000 

ページ

既決 0 0 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 5,000 5,000 0 18 起業者支援助成金（新型コロ

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 1 目名 商工総務費
事　業　名 起業者支援助成事業 所 管 課 名 にぎわい創出課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 40 ページ　　～ 40

平30 令元 令2 令3 令4 計

0 0 262,850 0 0 262,850 

別添資料 頁 なし

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金

■ 事業の目的(趣旨)

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う自粛要請などにより商工業
者が影響を受け、新規求人数が急減していることなどを踏まえ、町内
の雇用及び労働の継続を支援し維持するため、影響を受けた事業者に
対して助成する。

■ 補正内容(概要)等

今回 262,850 262,850 0 18 雇用労働継続支援助成金（新

計 262,850 262,850 0 0 0 0 型コロナウイルス対応）

歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 40 ページ　　～ 40 ページ

既決 0 0 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 1 目名 商工総務費
事　業　名 雇用労働継続支援助成事業 所 管 課 名 にぎわい創出課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳

全
体
計
画
等

　町内の雇用及び労働の継続を支援するため、コロナの影響を受けた
事業者（3ヶ月間の売上が前年同期比で20％以上減収した事業者）に対
して助成金を交付する。

〇事業所の雇用者数等により助成金額の算定を行う
　助成金の算定対象：①雇用被保険者（推定）3,073人、②個人経営・
中小規模事業者800経営体、③家族労働者174人、④委託労働者100人、
⑤常用雇用（被保険者以外）678人
　①及び②の対象者
　　対象者一人当たり15万円×3,873人×40％＝2億3,238万円
　③④⑤の対象者
　　対象者一人当たり8万円×952人×40％＝3,047万円

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅱ雇用の維持と事業の継続

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅱ雇用の維持と事業の継続
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令和２年度 ９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

178 

91,140 

337 

7,300 

令元 令2 令3 令4 計

0 0 7,354 － 0 7,354 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

町債 過疎対策事業債（松葉川温泉

改修）

全

体

計

画

等

　

平30

予 算 額

今回

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
既存ボイラー改修費
・設計監理委託料　　　　　336,600円
・工事費（建築主体）　　　7,016,900円

県 地 方 債

計 7,354 0 0 7,300 0 54 設計監理委託料

■ 事業の目的(趣旨) 14 松葉川温泉ボイラー改修工事

　松葉川温泉のボイラー老朽化に伴い、改修を行う。
　既存のボイラーは、通常時は２台のボイラーを交互に運転（定期的
に交代）し、２台のうち１台が故障しても対応可能となっているが、
現在、２号機が完全に壊れたため、１号機のみで運転している。１号
機の運転が不能となった場合、温泉を休館しなければならない事態に
なるため早急に対応する。

費

予算書頁 41 ページ　　～ 41

7,017 

ページ

既決 0 0 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

7,354 7,300 54 12 松葉川温泉ボイラー改修工事

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 3 目名 観光費
事　業　名 松葉川温泉ボイラー改修事業 所 管 課 名 にぎわい創出課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国

11 通信運搬費

そ の 他 一般財源

0 0 91,140 0 0 91,140 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金

全

体

計

画

等

　

4 社会保険料

平30 令元 令2 令3 令4 計

雇用保険料

7 地域応援商品券代

8 会計年度任用職員通勤費用弁償

10 消耗品費 150 
■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし 印刷製本費 2,862 
地域応援商品券　5,000円×16,558人＝82,790千円

事務費（会計年度任用職員1名、需用費、役務費）　8,350千円

今回 91,140 91,140 0 1 会計年度任用職員報酬

4,140 

91,140 91,140 0 0 0 0 3 期末手当（パートタイム会計

■ 事業の目的(趣旨) 年度任用職員）

　町内の消費喚起による地域経済の活性化及び町民の生活支援を目的
として、町内で使用できる商品券（町民一人当たり5,000円分）を発行
し配布する。

834 

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 1 目名 商工総務費
事　業　名 地域応援商品券事業 所 管 課 名 にぎわい創出課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新

計

国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 39 ページ　　～ 40 ページ

既決 予 算 額0 0 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

153 

82,790 
7 

26 

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅲ経済活動の回復
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令和２年度 ９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

2,100 

計

0 0 11,091 0 0 11,091 

他  誘客多角化実証事業委託金 10,791 
ふるさと支援基金繰入金 300 

全

体

計

画

等

　

平30 令元 令2 令3 令4

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
　フィギュア・ジオラマ等の造形を活用した町内周遊磨き上げ事業を
展開する。
①シールラリー　②ARスタンプラリー
③宝探しゲーム　④ミニツアーの実施
上記の周遊企画を同時展開することで、海洋堂ホビー館で展開する
フィギュア等の造形をきっかけとしてフィギュアやアニメに関心のあ
る方々を呼び込み、飲食・宿泊・自然といった本町の観光資源を体験
していただき、観光消費の増と魅力発信につなげる。

計 11,091 0 0 0 11,091 0 
■ 事業の目的(趣旨)

　国の示す新たな生活様式に沿ったスタイルに対応した着地整備を行
い、魅力的な滞在プランを造成する。

観光庁による公募事業

予算書頁 41 ページ　　～ 41 ページ

既決 0 0 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 11,091 11,091 0 12 周遊促進イベント委託料 11,091 

－ 0 2,136 

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 3 目名 観光費
事　業　名 町内周遊磨き上げ事業 創 所 管 課 名 にぎわい創出課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

全

体

計

画

等

R1年度・・・基本設計
R2年度・・・実施設計
R3年度・・・改修工事

　

平30 令元 令2 令3 令4 計

0 0 2,136 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
Ｒ元年度に作成した基本計画に基づいて、Ｒ３年度に予定している改
修工事（リニューアル）について実施設計書を作成する。

・実施設計委託料　2,135,100円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

町債 過疎対策事業債（ホビー館改

修）

■ 事業の目的(趣旨)

・休憩可能なスペースを設置し、幅広い世代の方に快適に施設を楽し
んでいただける環境を作る。
・２階部分を団体向けのスペースとして改修し、修学旅行や団体客が
ジオラマ教室等で利用できる場所にする。
・外壁の塗り替えを行う。

2,136 
今回 2,136 2,100 36 12 海洋堂ホビー館リニューアル

計

そ の 他 一般財源 予算書頁 41 ページ　　～ 41 ページ

既決 0 0 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 3 目名 観光費
事　業　名 海洋堂ホビー館四万十リニューアル事業 創 所 管 課 名 にぎわい創出課

新・継

2,136 0 0 2,100 0 36 工事実施設計委託料

予 算 額
財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳

新 国 県 地 方 債

― 9 ―



令和２年度 ９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

費

51,278 

979 

77,495 

令元 令2 令3 令4 計

予 算 額

令元 令2 令3 令4 計

27,100 

■ 事業の目的(趣旨) 14 太陽光・空調設備等整備工事

　「きらら大正」は、地域交流の場としてだけでなく、災害時の２次
避難所としての重要な役割も担っている。南海地震等の大規模災害が
発生した際、復旧までの一定期間、避難住民の受け入れを想定してお
り、施設の機能を充実させる必要がある。平時には温室効果ガスを抑
制し、災害時には非常用電源を確保して、住民の安心・安全を高め、
「災害に強い町づくり」を目指す。

既決

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

12 太陽光・空調設備等整備工事

そ の 他 一般財源 予算書頁 42 ページ　　～ 42 ページ

■ 事業の目的(趣旨)

過疎対策事業債（きらら大正

改修）

96 設計監理委託料

0 0 0 

他 二酸化炭素排出抑制対策事業

全

体

計

画

等

令和２年度
公募申請(5月)→事業採択・交付申請(7月下旬)→
交付決定(8月)→設計・監理委託契約(9月）→入札・工事(10月～
1月）

　

費等補助金

平30

0 0 78,474 0 0 78,474 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
・設計・監理…設備整備のための実施設計及び工事監理
・工事…既存設備撤去、再生可能エネルギー設備及び附帯設備の導入
【導入設備】（予定）
・太陽光パネル 10ｋW×２台　　・蓄電池 15ｋWh×２台
・高効率（LED）照明(ｼｰﾘﾝｸﾞﾗｲﾄ)169W×８台
・高効率（LED）照明（ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ）111.3W×４１台
・高効率空調機（天吊）×１０台　　・高効率空調機（4ｶｾ）×２台
・全熱交換器（床置ダクト型）×２台　・非常用コンセント☓５箇所

町債

今回 78,474 27,100 51,278 96 

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 5 目名 きらら大正運営費
事　業　名 「きらら大正」太陽光・空調設備等整備事業 創 所 管 課 名 にぎわい創出課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債

計 78,474 0 0 27,100 51,278 

0 0 3,000 0 0 3,000 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ）

他 ふるさと支援基金繰入金 3,000 

全

体

計

画

等

　

　外商部門で展開している総務省事業に合わせ、観光分野での四万十
町の魅力を発信する放送番組を制作する。海洋堂ホビー館のフィギュ
アや情報をはじめとした観光をPRし、コロナ禍の状況でも町産品の販
路拡大、地域経済の活性化を図り、町の魅力を発信する。

平30

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
　BS日テレで四万十町を特集する番組を制作し、観光情報を配信す
る。
　テレビ配信のほか、連動するWEBページにおいて番組中でとりあげた
商品の販売を展開し、あわせて販路拡大を展開する。
　町の公式SNS等でもあわせて紹介しより多くのメディアから情報を配
信する。

今回 3,000 3,000 0 12  観光情報配信委託料 3,000 
計 3,000 0 0 0 3,000 0 

歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 41 ページ　　～ 41 ページ

既決 0 0 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 3 目名 観光費
事　業　名 観光情報配信委託事業 創 所 管 課 名 にぎわい創出課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳
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令和２年度 ９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

12 ＩＣＴ教育機器初期設定委託
8,855 

－ 60,168 

■ 事業の目的(趣旨) 14 小鳩保育所太陽光設備整備工
22,880 

今回 30,288 595 2,300 27,393 
既決 29,880 29,880 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

項 1 目 2 目名 事務局費
事　業　名 ＩＣＴ教育推進事業 創 所 管 課 名 学校教育課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 49 ページ　　～ 49 ページ

計 60,168 30,475 0 0 2,300 27,393 料（新型コロナウイルス対応）

■ 事業の目的(趣旨) 教育用ネットワーク機器整備

7,530 　１人１台端末を整備し、多様な子どもたちを誰一人取り残すことの
ない、公正に個別最適化された学びを学校現場で持続的に実現するこ
と、また、今回のコロナウイルス感染症のみならず自然災害の発生等
による学校の臨時休業等の緊急時においても、学校と児童生徒とのや
りとりが円滑にできる環境整備を目的とする。

委託料（新型コロナウイルス

対応）

17 ＩＣＴ教育機器購入費（新型
13,903 

コロナウイルス対応）

会　計　名 一般会計 款 10

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
　国のＧＩＧＡスクール構想への対応として１人１台のタブレット型
ＰＣの整備事業に伴う、タブレット型端末機器設定及び電源キャビ
ネット整備、学校遠隔学習機能強化を行う。
　主な業務内容
　　・初期設定費用一式　800台　8,855千円
　　・教育用ネットワーク機器整備業務　7,530千円
　　・教員用タブレット購入、タブレットＰＣ充電保管庫購入、
　　　遠隔授業用カメラ等購入　13,903千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 公立学校情報機器整備費補助
297 

金

国 新型コロナウイルス感染症対
298 

全

体

計

画

等

持続的・継続的な運用・活用を検討。 　

応地方創生臨時交付金

他 新しい町づくり基金繰入金 2,300 

平30 令元 令2 令3 令4 計

0 0 60,168 －

会　計　名 一般会計 款 3 項 2 目 1 目名 児童福祉総務費
事　業　名 小鳩保育所太陽光設備整備事業 所 管 課 名 生涯学習課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 29 ページ　　～ 29 ページ

既決 0 0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

今回 24,200 7,600 16,196 404 12 小鳩保育所太陽光設備整備工
1,320 

計 24,200 0 0 7,600 16,196 404 事監理委託料

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
　太陽光設備整備工事費　　　　 22,880,000円
　太陽光設備整備工事監理委託料　1,320,000円

他 二酸化炭素排出抑制対策事業
16,196 

費等補助金

町債 合併特例事業債（保育施設等
7,600 

全

体

計

画

等

２年度・・・太陽光設備整備工事 　

整備）

平30 令元 令2 令3 令4 計

0 0 24,200 － － 24,200 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

　新築移転される小鳩保育所を十和地域の避難所として位置付け、太
陽光パネル及び蓄電池を設置する。全量自家消費し施設の電気量の削
減及び二酸化炭素の排出量削減を図る。

事費

0 

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅳ強靭な経済構造の構築
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令和２年度 ９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

単位：千円

8,250 

168 

県 介護事業所等新型コロナウイ

ルス感染症対策事業費補助金

細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

町債 過疎対策事業債 36,900 
県 へき地診療所設備整備費補助

平30 令元 令2 令3 令4

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

3,056 

0 0 656 － － 656 

他 一般会計繰入金 ▲ 2,400 

全

体

計

画

等

９月　 ① 議会定例会議決　　　　12月　 ① 完了～検査・検収
　　　 ② 事業申請　　　　　　　  　　 ② 事業実績報告
　　　 ③ 発注準備～契約(施行) 　

計

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし
◆６月補正予算計上（240万円）の事業内容に加え

　① 防護服セット（ゴーグル・マスク・防護服・手袋
　　　　　　　　　 ・ブーツカバー）購入　初動対応用（30セット）
　② 水道蛇口を自動水栓（蛇口）へ付設替え[９→追加６ヵ所]
　③ 面会室に家族専用出入口(壁→ﾄﾞｱ)設置工事一式
　④ 血中酸素濃度測定器（パルスオキシメーター）購入２台
　　 呼吸・心肺機能異常早期対応用
　⑤ 面会室用幅広テーブル１台
　⑥ 空間仕切用パネル（３連式）４組

14 感染症対策用設備整備工事費 508 
■ 事業の目的(趣旨) 17 感染症対策用備品購入費 49 
　６月補正予算で計上した「新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金」を原資とした事業を「新型コロナウイルス感染症緊急包
括支援交付金(介護分)」に振替えて、感染症対策を徹底したうえでの
介護サービス提供の継続を図る。

会　計　名 特別養護老人ホーム窪川荘特別会計 款 1

計 3,056 0 3,056 0 0 0 

今回 656 3,056 ▲ 2,400 0 10 消耗品費 99 

項 1 目 1

既決 2,400 0 0 0 2,400 0 節

目名 一般管理費
事　業　名 新型コロナウイルス感染症対策事業 所 管 課 名 窪川荘

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
拡 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 157 ページ　　～

全

体

計

画

等

　

新型コロナウイルス感染症感

染拡大防止事業費補助金

0 0 45,818 1,602 1,602 49,022 

平30 令元 令2 令3 令4 計

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　遠隔操作式Ｘ線透視撮影台一式　37,400,000円
　屋外Ｘ線撮影システム一式　　　 8,250,000円
　血中酸素飽和度測定器　　　　  　168,000円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

金

■ 事業の目的(趣旨)

　新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、より正確な画像診断等がで
きるＸ線透視撮影システム及びＸ線検査室への移動が制限される感染
症が疑われる患者の診断のため、屋外や病棟で利用できるＸ線撮影シ
ステムを導入する。

会　計　名 大正診療所特別会計 款 2 項 1 目 1 目名 医業費

計 45,818 0 8,418 36,900 0 500 ナウイルス対応）
45,818 

今回 45,818 8,418 36,900 500 17 医療用機器購入費（新型コロ

事　業　名 感染症対策用医療機器購入事業 所 管 課 名 大正診療所
新・継

予 算 額
財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳

新
0 0 0 0 節 細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 88 ページ　　～ 88 ページ

既決 0 0 

157 ページ

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅰ感染拡大防止策と医療提供体制の整備

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅰ感染拡大防止策と医療提供体制の整備
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令和２年度 ９月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)
行数

単位：千円

県 介護事業所等新型コロナウイ

ルス感染症対策事業費補助金

細節名称（ 予算書説明欄 ） 予 算 額

0 0 645 － － 645 

他 一般会計繰入金 ▲ 1,431 

全

体

計

画

等

９月　 ① 議会定例会議決　　　　12月　 ① 完了～検査・検収
　　　 ② 事業申請　　　　　　　  　　 ② 事業実績報告
　　　 ③ 発注準備～契約(施行) 　

平30 令元 令2

会　計　名 特別養護老人ホーム四万十荘特別会計 款 1

令3

◆６月補正予算計上（240万円）の事業内容に加え

　① 防護服セット（ゴーグル・マスク・防護服・手袋
　　　　　　　　　 ・ブーツカバー）購入　初動対応用（30セット）
　② 水道蛇口を自動水栓（蛇口）へ付設替え[３→追加１０ヵ所]
　③ 血中酸素濃度測定器（パルスオキシメーター）購入２台
　　 呼吸・心肺機能異常早期対応用
　④ 面会室用幅広テーブル購入１台
　⑤ 空間仕切用パネル（３連式）購入４組

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

2,076 

令4 計

既決 2,400 0 0 0 

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

14 感染症対策用設備整備工事費 597 
■ 事業の目的(趣旨) 17 感染症対策用備品購入費 ▲ 52 
　６月補正予算で計上した「新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金」を原資とした事業を「新型コロナウイルス感染症緊急包
括支援交付金(介護分)」に振替えて、感染症対策を徹底したうえでの
介護サービス提供の継続を図る。

四万十荘
新・継

予 算 額
財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳

拡 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 171 ページ　　～ 171 ページ

項 1 目 1 一般管理費

2,400 0 節

計 3,045 0 2,076 0 969 0 

今回 645 2,076 ▲ 1,431 0 10

事　業　名 新型コロナウイルス感染症対策事業 所 管 課 名

消耗品費 100 

目名

新型コロナウイルス感染症対応事業

Ⅰ感染拡大防止策と医療提供体制の整備
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各種基金の状況（全会計）　 単位：千円

令和元年度 令和2年度

末残高 末残高見込

利子積立 予算積立

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ（B+C-D+E） Ｇ（A+F）

(▲ 170,000) (240,000) (410,000) (410,000)

3,968,198 7,879 240,000 247,879 4,216,077 

(1,914) (1,914) (1,914)

1,093,116 2,187 2,124 19,500 ▲ 15,189 1,077,927 

(▲ 135,712) (135,712) (135,712)

5,978,922 9,267 1,550,160 1,272,452 286,975 6,265,897 

(2,300) (▲ 2,300) (▲ 2,300)

1,497,562 3,017 31,580 25,500 9,097 1,506,659 

134,112 269 269 134,381 

24,941 50 50 24,991 

280,107 560 4,400 ▲ 3,840 276,267 

22,812 46 46 22,858 

6,819 14 14 6,833 

(2,300) (▲ 2,300) (▲ 2,300)

78,462 154 49,400 ▲ 49,246 29,216 

1,510,600 107,900 107,900 1,618,500 

(▲ 145,312) (145,312) (145,312)

1,848,265 4,253 1,100,000 928,152 176,101 2,024,366 

85,000 85,000 

268,224 555 188,800 195,900 ▲ 6,545 261,679 

(3,000) (▲ 3,000) (▲ 3,000)

179,102 326 26,400 ▲ 26,074 153,028 

11,030 23 316 339 11,369 

(2,000) (▲ 2,000) (▲ 2,000)

31,886 121,564 42,700 78,864 110,750 

(1,914) (▲ 305,712) (240,000) (547,626) (547,626)

11,040,236 19,333 1,552,284 1,291,952 240,000 519,665 11,559,901 

213,361 430 430 213,791 

121,527 122 122 121,649 

693 693 

335,581 552 552 336,133 

(1,914) (▲ 305,712) (240,000) (547,626) (547,626)

11,375,817 19,885 1,552,284 1,291,952 240,000 520,217 11,896,034 

266,437 880 78,000 ▲ 77,120 189,317 

10,566 17 17 10,583 

0 0

2,317 23 2,340 ▲ 2,317 0

(25,000) (25,000) (25,000)

154,126 322 20,000 25,000 5,322 159,448 

(▲ 35,003) (▲ 35,003) (▲ 35,003)

75,660 1 47,114 47,115 122,775 

6,002 1 5,000 ▲ 4,999 1,003 

(▲ 35,003) (25,000) (▲ 10,003) (▲ 10,003)

515,108 1,244 47,114 105,340 25,000 ▲ 31,982 483,126 

(▲ 33,089) (▲ 305,712) (265,000) (537,623) (537,623)

11,890,925 21,129 1,599,398 1,397,292 265,000 488,235 12,379,160 

注）上段(　)書きは今回補正額

特別養護老人ホーム窪川荘基金

特別養護老人ホーム四万十荘基金

特

養

森 林 環 境 整 備 基 金

特 別 会 計 合 計

十 和 診 療 所 財 政 調 整 基 金

介
護

介 護 財 政 調 整 基 金

基 金 総 合 計

一 般 会 計 合 計

特

別

会

計

国

保

国 保 財 政 調 整 基 金

国 保 高 額 医 療 費 貸 付 基 金

診

療

所

大 正 診 療 所 財 政 調 整 基 金

一

般

会

計

ふ る さ と 創 生 基 金

地 域 振 興 基 金

地 域 福 祉 基 金

中山間ふるさと水と土保全基金

定 額 運 用 基 金 計

過疎地域自立促進特別事業基金

防 災 ま ち づ く り 基 金

学 校 施 設 等 整 備 基 金

積 立 基 金 計

定

額

運

用

基

金

土 地 開 発 基 金

奨 学 資 金 貸 付 基 金

県 証 紙 基 金

積

立

基

金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

園 芸 作 物 価 格 安 定 基 金

施 設 等 整 備 基 金

農業集落排水事業振興基金

新 し い 町 づ く り 基 金

合併特例債まちづくり基金

ふ る さ と 支 援 基 金

会
計
区
分

基 金 名

令 和 2 年 度

積 立 額
取 崩 額

歳計剰余
金 処 分

計
(年度中増減)
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☞ 令和2年度「特定目的基金」充当先一覧 単位: 千円

補正前 補正額 補正後

2 1 5
0 2,300 2,300 

6 1 3
1,500 1,500 

10 3 1
14,300 14,300 

10 4 5
4,400 4,400 

10 4 6
3,000 3,000 

23,200 2,300 25,500 

3 1 3
4,400 4,400 

4,400 0 4,400 

10 1 2
33,300 2,300 35,600 

10 4 4
13,800 13,800 

47,100 2,300 49,400 

(1)
164,478 2,420 166,898 

(2)
188,868 ▲ 9,483 179,385 

(3)
251,761 ▲ 1,186 250,575 

(4)
111,886 4,050 115,936 

(5)
94,997 ▲ 139 94,858 

(6)
249,474 ▲ 140,974 108,500 

8,349 8,349 

3,651 3,651 

1,073,464 ▲ 145,312 928,152 

2 1 6

3 1 1
31,900 31,900 

3 1 2
23,700 23,700 

4 1 1
3,100 3,100 

5 1 1
2,500 2,500 

6 1 3
8,600 8,600 

6 2 2
60,000 60,000 

5,200 5,200 

10 5 1
10,900 10,900 

195,900 0 195,900 

9 1 5
900 900 

400 400 

10,400 10,400 

800 800 

1,600 500 2,100 

600 600 

2,200 2,200 

4,000 4,000 

2,500 2,500 5,000 

23,400 3,000 26,400 

6 2 2
10,000 10,000 

0 2,000 2,000 

12,000 12,000 

2,000 2,000 

1,900 1,900 

14,800 14,800 

40,700 2,000 42,700 

特定目的基金
1,408,164 ▲ 135,712 1,272,452 

森林環境
整備基金

木材流通販売促進支援事業  木材流通販売促進支援事業補助金

林内路網改良事業  林内路網改良事業補助金

 避難所等土砂災害対策工事

計　

防災まち
づ く り
基　　金

防災施設整備事業  屋外貯蔵所整備

四万十ヒノキ普及啓発販売促進事業  事業委託

計　

林業事業体担い手育成支援事業  林業事業体担い手育成支援事業補助金

 河川監視カメラ整備

 衛星携帯電話整備

 地域避難施設等整備事業費補助金

四万十町バイオマス利用推進事業  脱炭素化推進事業実現可能調査委託料

森林経営管理事業  事業委託等

基 金 名 款 項 目

計　

在宅介護手当

その他目的達成のために町長が必要と認める事業

24時間電話健康相談事業

雇用促進事業

新規就農者定着促進事業

四万十川流域豊かな森林保全整備事業

特用林産生産体制支援事業

計　

ふるさとを守り元気にする人づくりと地域づくりに関する事業

施 設 等
整備基金

ケーブルシステム管理運営事業

過疎地域
自立促進
特別事業
基　　金

ふるさと
支援基金

地域福祉
基　　金

新 し い
町づくり
基　　金

基 金 充 当 額
事 業 内 容

計　

 学校校務用パソコンリース

ふるさとの豊かな地域資源を活用した地場産業の振興に関する事業 別頁“「ふるさと支援基金」充当先一覧”参照

　　　〃

　　　〃

　　　〃

　　　〃

ふるさとでいつまでも健やかに暮らせる高齢者支援に関する事業

事 業 名

 障害者福祉計画等策定業務委託

ＩＣＴ教育推進事業

ふるさとの未来を担う子ども支援に関する事業

ふるさと四万十川の保全、観光及び交流の振興に関する事業

 光ケーブル増設委託

地場産業振興センター改修事業  壁面防水塗装工事

窪川中学校防火扉改修事業

 実行委員会補助四万十川桜マラソン事業

 防災活動用資機材購入

土砂災害検知業務委託事業  業務委託

備蓄用備品購入事業  避難タワー設置備品購入

 自主防災組織活動支援事業補助金、
 自主防災組織連絡協議会活動補助金

自主防災育成事業

 防火扉改修工事

緑林公園施設改修事業  ゲートボール場屋根改修工事

ふるさと未来館屋上防水改修事業  屋上防水改修工事

 若者定住促進支援補助金、
 家族支え合い居住支援事業補助金

計　

計　

計　

障害者福祉計画等策定事業

文化的施設整備事業  文化的施設整備アドバイザー委託

移住定住促進事業

 事業委託

 在宅介護手当

 業務委託等

 社員研修促進事業補助金

 新規就農推進事業費補助金、壮年就農給付金、
 農業後継者支援給付金

 作業道開設、搬出・切捨間伐補助

 特用林産生産基盤支援事業費補助金
 (椎茸栽培用原木、木炭生産用原木、栗苗木)

あったかふれあいセンター事業

50,000 50,000 

消防西分署公用車等購入

　　　〃

ふるさと支援寄附金以外の積立分
小鳩保育所備品購入
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☞ 令和2年度「ふるさと支援基金」充当先一覧 ※ふるさと支援寄附金以外の積立分を除く 単位：千円

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

ふるさとの豊かな地域資源を活用した地場産業の振興
164,478 2,420 166,898 111,886 4,050 115,936 

地域資源振興プロジェクト事業
2,130 2,130 15,349 15,349 

環境保全型農業推進事業
4,141 ▲ 3,000 1,141 6,952 6,952 

栗再生プロジェクト推進事業
666 666 1,619 1,619 

御成婚の森管理育成事業
761 761 90 90 

四万十ヒノキ販売促進事業
256 256 981 981 

鳥獣被害対策事業
37,036 37,036 3,280 3,280 

シカ個体数調整事業
6,400 6,400 150 150 

自伐林業者等育成事業
14,640 14,640 15,788 1,300 17,088 

森林・山村多面的機能発揮対策支援事業
851 851 10,823 10,823 

町有林管理整備事業
30,401 30,401 13,928 13,928 

企業立地等促進事業
20,676 20,676 1,388 1,388 

商工会運営育成指導事業（賑わい街づくり・創業支援分）
5,874 5,874 4,500 4,500 

商工業振興事業
12,000 12,000 10,125 10,125 

商店街等振興計画推進事業
5,000 5,000 1,330 1,330 

地産外商推進事業
13,646 5,420 19,066 7,141 ▲ 3,101 4,040 

農業環境整備事業
10,000 10,000 18,442 5,851 24,293 

ふるさとでいつまでも健やかに暮らせる高齢者支援
188,868 ▲ 9,483 179,385 94,997 ▲ 139 94,858 

コミュニティバス運行委託事業
7,124 7,124 1,000 1,000 

高齢者等外出支援事業（福祉タクシー・バス）
17,234 17,234 1,000 ▲ 1,000 0 

配食サービス事業
15,105 15,105 0 861 861 

中山間地域介護サービス確保対策事業
7,428 7,428 305 305 

国保診療所運営事業（特別会計繰出金）
131,977 ▲ 9,483 122,494 1,245 1,245 

生活環境整備事業
10,000 10,000 22,655 22,655 

ふるさとの未来を担う子ども支援
251,761 ▲ 1,186 250,575 2,477 2,477 

特別支援学校通学支援事業
3,487 3,487 6,080 6,080 

保育所体験活動事業
495 495 750 750 

小鳩保育所備品購入事業
3,075 3,075 50,813 50,813 

放課後児童健全育成事業
3,020 3,020 672 672 

多子世帯保育料軽減事業（第3子以降無料・第2子半額）
7,079 7,079 8,000 8,000 

安心子育て支援事業（出産祝金）
10,000 10,000 249,474 ▲ 140,974 108,500 

乳幼児・児童医療費助成事業
34,582 34,582 52,000 10,000 62,000 

母子保健事業
（妊婦健診通院費・不妊治療費助成、新生児聴覚検査等） 8,307 8,307 9,000 0 9,000 

乳幼児健診事業
2,297 2,297 180,000 ▲ 142,500 37,500 

スクールバス購入事業
10,148 ▲ 3,244 6,904 8,474 ▲ 8,474 0 

水ケーション事業
1,155 ▲ 1,155 0 1,061,464 ▲ 145,312 916,152 

ＩＣＴ教育推進事業
25,620 25,620 

川がき体験事業
403 ▲ 403 0 

教育研究所運営事業
11,587 1,566 13,153 

［予算計上額］　 ［繰入計画額］

教育支援センター運営事業
7,350 7,350 ① 継 続（H27以前からの既存事業）分

学校管理事業［小学校］
80,644 1,661 82,305 

5億9,544万円 ／

学校活動等補助金交付事業［小学校］
550 550 

学校管理事業［中学校］
23,012 1,069 24,081 ② 新 規（H28以降の新規拡充事業）分

学校活動等補助金交付事業［中学校］
6,960 ▲ 680 6,280 

3億2,071万円 ／

放課後子どもプラン推進事業
11,990 11,990 

 事業利益相当額

③＝①＋②　R2年度予算計上　計
9億1,615万円 ／ 11億円

事業
区分

水産業振興補助事業

道路安全対策事業

事業名

その他目的達成のために町長が必要と認める事業

ふるさとを守り元気にする人づくりと地域づくり

(６)

ホビー館関連推進事業

観光施設管理事業

情報共有促進事業

四万十町よさこい踊り子隊支援事業

住宅リフォーム支援事業

イベント事業

観光振興事業

就農・定住促進事業

5億9,700万円

5億  300万円

ふるさと納税関連経費
相当額

繰 入 金 内 訳

ふるさと支援基金繰入金　計

農業経営収入保険制度緊急支援事業

基 金 充 当 額

(５)

(１) (４)

四万十川方式浄化システム管理事業

四万十川環境保全対策事業

四万十川対策事業

合併浄化槽設置整備事業

四万十川一斉清掃

ふるさと四万十川の保全、観光及び交流の振興

四万十川総合保全機構負担金

四万十川再生事業

地域資源映像撮影・活用事業

四万十川漁業振興協議会負担金

四万十川景観整備委託事業

事業
区分

事 業 名
基 金 充 当 額

新型ウイルス感染症緊急対策事業

広報戦略推進事業

婚活推進事業

人材育成推進事業

食品ロス削減啓発事業

地区活動支援事業

集会施設整備事業

移住定住促進事業（空き家活用促進事業補助金）

公共施設Ｗｉ－Ｆｉ（無線通信）環境整備事業

小規模地域別人口推計事業

道路維持補修事業

(２)

(３)
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☞
 
地

方
債

残
高

見
込

（
全

会
計

）

単
位
：
千
円

平
成

30
年

度
末

令
和

元
年

度
末

令
和

2年
度

末

現
　

 在
 　

高
現

　
 在

 　
高

令
和

2
年

度
中

令
和

2
年

度
中

現
在

高
見

込
額

起
債

見
込

額
元

金
償

還
見

込
額

１
．

一
般

会
計

18
,6
11
,9
10
 

18
,5
67
,3
69
 

3,
03
1,
70
0 

1,
89
9,
18
0 

19
,6
99
,8
89
 

２
．

簡
易

水
道

特
別

会
計

3,
35
2,
46
7 

3,
12
5,
58
1 

３
．

農
業

集
落

排
水

特
別

会
計

13
2,
22
4 

11
7,
74
7 

0 
14
,8
53
 

10
2,
89
4 

４
．

下
水

道
特

別
会

計
24
7,
07
3 

22
3,
44
7 

0 
24
,1
17
 

19
9,
33
0 

５
．

大
正

診
療

所
特

別
会

計
27
7,
90
2 

26
5,
57
9 

38
,2
00
 

18
,0
88
 

28
5,
69
1 

６
．

十
和

診
療

所
特

別
会

計
19
,5
00
 

22
,6
00
 

4,
40
0 

0 
27
,0
00
 

７
．

水
道

事
業

1,
04
9,
30
9 

99
4,
23
4 

0 
35
6,
13
8 

3,
76
3,
67
7 

2
3
,
6
9
0
,
3
8
5
 

2
3
,
3
1
6
,
5
5
7
 

3
,
0
7
4
,
3
0
0
 

2
,
3
1
2
,
3
7
6
 

2
4
,
0
7
8
,
4
8
1
 

※
　

旧
簡

易
水

道
特

別
会

計
分

含
む

一
般

会
計

の
う

ち
、

「
過

疎
対

策
債

」
及

び
「

合
併

特
例

債
」

の
状

況

■
過

疎
対

策
債

当
 
該

 
年

 
度

 
の

 
起

 
債

 
(
借

 
入

)
 
額

8
4
4
,
7
0
0
 

1
,
0
3
7
,
1
0
0
 

当
 
該

 
年

 
度

 
の

 
元

 
金

 
償

 
還

 
額

6
3
4
,
3
1
5
 

6
4
1
,
4
3
1
 

■
合

併
特

例
債

当
 
該

 
年

 
度

 
の

 
起

 
債

 
(
借

 
入

)
 
額

1
3
7
,
7
0
0
 

2
2
1
,
1
0
0
 

当
 
該

 
年

 
度

 
の

 
元

 
金

 
償

 
還

 
額

4
5
4
,
8
0
8
 

6
8
6
,
3
1
2
 注

）
各
年
度
の
起
債
(借

入
)額

は
翌
年
度
へ
の
繰
越
を
加
味
（
実
際
の
借
入
予
定
年
度
に
計
上
）
し
て
い
る
た
め
、
予
算
計
上
額
と
は
異
な
る

6
9
4
,
6
6
4
 

<
参

考
>
 

　
　
　
起
債
額
の
う
ち
　
↑

　
　
　
翌
年
度
へ
の
繰
越
分
を
除
く

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
↓

起
債
予
定
額
の
う
ち
　
　
↑

前
年
度
か
ら
の
繰
越
予
定
分
を
含
む

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
↓

［
 
令

和
2
年

度
末

残
高

 
]

3
2
4
,
1
0
0
 

1
,
3
7
1
,
4
0
0
 

6
,
4
3
6
,
3
6
7
 

5
,
0
9
7
,
4
0
4
 

［
 
平

成
3
0
年

度
 
]

［
 
令

和
元

年
度

 
]

［
 
令

和
2
年

度
 
]

地
方
債
の
前
々
年
度
に
お
け
る
現
在
高
な
ら
び
に

前
年

度
末

4
6
3
,
6
5
1
 

及
び
当
該
年
度
末
に
お
け
る
現
在
高
の
見
込
に
関

す
る

調
書

令
和

2年
度

中
増

減
見

込
額

会
計

名

全
会

計
合

計

※
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☞ 令和２年度「地方債」借入見込額及び充当先一覧

単位: 千円

款 項 目 補 正 前 補 正 額 補 正 後

8 5 1 吉見川浸水対策事業 149,800 149,800 

149,800 0 149,800 

8 4 2 公営住宅建設事業 35,900 35,900 

35,900 0 35,900 

6 1 5 農村地域防災減災事業 19,600 19,600 

19,600 0 19,600 

11 1・2 － 現年発生補助災害復旧事業 49,100 49,100 

過年発生補助災害復旧事業 19,900 19,900 

過年発生単独災害復旧事業 0 6,600 6,600 

69,000 6,600 75,600 

6 2 1 林道維持管理費 7,000 7,000 

8 2 3 県道改良事業負担金 9,900 9,900 

8 3 2 がけ崩れ住家防災対策事業 20,000 7,900 27,900 

8 3 3 周辺整備事業 0 1,200 1,200 

9 1 6 避難所等土砂災害対策事業 0 4,000 4,000 

36,900 13,100 50,000 

2 1 3 合併特例債まちづくり基金造成事業 102,500 102,500 

興津出張所新築事業 56,200 56,200 

3 2 1 小鳩保育所太陽光設備整備事業 0 7,600 7,600 

9 1 5 津波避難対策推進事業 5,400 5,400 

避難設備・運営体制整備事業 10,100 200 10,300 

174,200 7,800 182,000 

7 1 5 きらら大正管理運営費 9,800 9,800 

9 1 2 防災行政無線システム再整備事業 1,000 1,000 

9 1 4 消防施設整備事業 14,800 14,800 

9 1 5 防災行政無線システム再整備事業 3,100 3,100 

津波避難対策推進事業 30,000 30,000 

防災施設整備事業 373,600 373,600 

432,300 0 432,300 

2 1 3 ふれ愛健康広場整備事業 24,800 4,900 29,700 

2 1 5 ケーブルシステム機器整備事業 4,300 4,300 

2 1 6 公共交通対策事業 5,000 5,000 

移住定住促進事業 25,600 15,000 40,600 

地域づくり推進事業 58,600 58,600 

4 2 2 塵芥収集車購入事業 7,100 7,100 

6 1 2 総合交流拠点施設改修事業 5,200 5,200 

6 1 3 農業競争力強化基盤整備事業 1,900 1,900 

地場産業振興センター改修事業 38,600 38,600 

6 1 4 新食肉センター整備事業 59,600 59,600 

6 2 5 11,400 11,400 

3,400 3,400 

7 1 1 旧丸山小学校シェアオフィス整備事業 0 35,200 35,200 

7 1 3 松葉川温泉ボイラー改修事業 0 7,300 7,300 

轟公園遊歩道整備事業 5,200 5,200 

ホビー館改修事業 0 2,100 2,100 

7 1 5 きらら大正空調設備等整備事業 0 27,100 27,100 

8 2 3 町道改良事業 293,200 75,700 368,900 

橋梁修繕及び耐震補強事業 95,600 ▲ 22,000 73,600 

トンネル修繕事業 21,800 ▲ 4,900 16,900 

周辺整備事業 69,300 ▲ 1,300 68,000 

9 1 2 高幡消防組合負担金 9,800 9,800 

9 1 4 消防施設整備事業 26,300 26,300 

9 1 5 町道改良事業（津波避難路） 3,000 900 3,900 

10 4 5 窪川四万十会館改修事業 11,400 11,400 

緑林公園遊具改修事業 25,100 25,100 

806,200 140,000 946,200 

2 1 3 過疎地域自立促進特別事業基金造成事業 188,800 188,800 

興津出張所解体撤去 6,400 6,400 

旧中津川教育住宅解体撤去 1,300 1,300 

7 1 3 旧松葉川山小学校解体撤去 5,800 5,800 

8 2 3 橋梁一括点検調査事業 18,300 1,000 19,300 

トンネル点検調査事業 6,400 ▲ 6,400 0 

8 4 1 町営住宅解体撤去 1,200 1,200 

10 4 2 十和民具館解体撤去 9,700 9,700 

237,900 ▲ 5,400 232,500 

1,044,100 134,600 1,178,700 

－ － － 臨時財政対策債 245,000 4,700 249,700 

245,000 4,700 249,700 

2,206,800 166,800 2,373,600 

【参 考】 658,100 

1,899,180 

1,132,520 

19,699,889 

■一般会計／現年度分

起 債 の
目　　的

歳出予算科目
充 当 事 業 名 事 業 内 容 等

起 債 見 込 額 （ 限 度 額 ）

茂串雨水ポンプ場建設公　　共
事業等債 公 共 事 業 等 債 計

土佐くろしお鉄道車両購入補助金

光回線終端装置再構築設計委託

中間管理住宅整備、大正移住定住促進住宅整備、お試し滞在住宅整備

1路線

家地川周辺空き家改修、家地川地域活性化施設整備

道の駅とおわ改修工事

広場整備工事

公営住宅
建　　設
事 業 債

奥内第2団地新築工事

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 計

県道改良工事負担金

防災・減災・
国土強靭化緊
急対策事業債

県営地域ため池総合整備事業負担金

防 災 ・ 減 災 ・ 国 土 強 靭 化 緊 急 対 策 事 業 債 計

災害復旧
事 業 債

公共土木施設・農林水産施設

公共土木施設・農林水産施設

災 害 復 旧 事 業 債 計

緊急自然
災害防止

対策事業債

農林水産施設

山地災害防止対策工事

合併特例
事 業 債

合併特例債まちづくり基金造成

合 併 特 例 事 業 債 計

 興津出張所建設工事

がけ崩れ住家防災対策事業

緊急防災
・ 減 災
事 業 債

非常用発電機改修工事

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 計

興津地区津波対策高台用地整備

音声告知設備再構築

高幡消防組合再整備工事負担金

耐震性貯水槽設置

県再整備工事負担金

防災備蓄倉庫整備

避難誘導灯整備

避難所等土砂災害対策工事

太陽光設備整備工事

高速道周辺整備

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 債 計

ソ

フ

ト

分

 県営農業競争力強化基盤整備事業負担金

塵芥収集車購入

轟公園遊歩道整備工事

トンネル修繕設計委託

橋梁修繕・若井大橋改修工事

食肉センター施設整備負担金

 消防ポンプ車整備

旧丸山小学校シェアオフィス整備工事

松葉川温泉ボイラー改修工事

ホビー館改修工事

過疎地域自立促進特別事業基金造成

高速道周辺整備

林道トンネル修繕設計委託
林道維持管理費

林道橋梁修繕設計委託

 改修工事等

道の駅あぐり窪川改修工事

 耐震性貯水槽整備・救急車整備

太陽光・空調設備等整備工事

24路線

 遊具設置工事

橋梁一括点検調査委託

解体工事

解体工事

本年度末「地方債残高」見込額

本年度「地方債増減」見込額

過 疎 対 策 事 業 債 ［ ソ フ ト 分 ］ 計

過 疎 対 策 事 業 債 計

前年度繰越分　借入見込額計

一 般 会 計 ／ 現 年 度 分 借 入 見 込 額 計

臨時財政
対 策 債

本年度「公債費(元金償還金)」見込額

過

疎

対

策

事

業

債

ハ

ー

ド

分

トンネル点検調査委託

解体工事

解体工事

解体工事

過 疎 対 策 事 業 債 ［ ハ ー ド 分 ］ 計

※一般財源のため充当事業なし

臨 時 財 政 対 策 債 計
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☞
 
地

方
債

発
行

額
及

び
公

債
費

等
の

推
移

（
一

般
会

計
）

単
位

：
 
百

万
円

H
2
3
決

算
H
2
4
決

算
H
2
5
決

算
H
2
6
決

算
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決

算
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決
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決
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決
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込

1
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2
,
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8
2
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7
 

1
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1
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0
 

1
,
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2
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3
,
0
3
2
 

①

元
金

2
,
0
2
5
 

1
,
9
2
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2
,
2
9
0
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,
1
4
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2
,
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4
5
 

2
,
1
7
7
 

2
,
4
2
5
 

1
,
8
1
4
 

2
,
0
6
8
 

1
,
8
9
9
 

②

利
子

2
6
7
 

2
5
4
 

2
3
8
 

2
2
6
 

2
0
1
 

1
7
6
 

1
4
7
 

1
2
0
 

1
0
2
 

9
4
 

 一
時
借
入
金

 の
利
子
含
む

計
2
,
2
9
2
 

2
,
1
8
2
 

2
,
5
2
8
 

2
,
3
6
8
 

2
,
2
4
6
 

2
,
3
5
3
 

2
,
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7
2
 

1
,
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3
4
 

2
,
1
7
0
 

1
,
9
9
3
 

1
9
,
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4
7
 

1
9
,
8
0
1
 

2
1
,
7
5
7
 

2
0
,
9
4
5
 

2
0
,
7
1
7
 

1
9
,
8
9
7
 

1
8
,
8
1
2
 

1
8
,
6
1
2
 

1
8
,
5
6
7
 

1
9
,
7
0
0
 

③
＝

④
＋

⑤

臨
時

財
政

対
策

債
以

外
1
4
,
9
1
2
 

1
4
,
9
4
2
 

1
6
,
8
7
1
 

1
5
,
9
6
3
 

1
5
,
5
6
7
 

1
4
,
7
2
0
 

1
3
,
6
1
3
 

1
3
,
4
5
0
 

1
3
,
5
4
7
 

1
4
,
8
5
1
 

④

臨
時

財
政

対
策

債
4
,
6
3
5
 

4
,
8
5
9
 

4
,
8
8
6
 

4
,
9
8
2
 

5
,
1
5
0
 

5
,
1
7
7
 

5
,
1
9
9
 

5
,
1
6
2
 

5
,
0
2
0
 

4
,
8
4
9
 

⑤

＊
 
年

度
末

地
方

債
残

高
は

毎
年

度
の

①
と

②
の

差
額

分
増

減

<参
考

> 
本

年
度

末
地
方
債
残
高
③
 
＝
 前

年
度
末
地
方
債
残
高
 ＋

 本
年
度
地
方
債
発
行
(借

入
)額

①
 －

 本
年
度
公

債
費

(元
金

償
還

金
)②

※
「

 
地

方
債

(
町

債
)
発

　
 
行

額
」

は
、

前
年

度
　

 
か

ら
の

繰
越

分
を

含
　

 
む

実
借

入
(
見

込
)
額

　
 
を

記
載

し
て

い
る

た
　

 
め

、
当

該
年

度
の

予
　

 
算

計
上

額
と

は
異

な
　

 
り

ま
す

。

地
方

債
(
町

債
)
発

行
額

公 債 費

地
方

債
(
町

債
)
残

高
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,0
00

1
0,
00
0

1
5,
00
0

2
0,
00
0

2
5,
00
0

3
0,
00
0

3
5,
00
0

4
0,
00
0

4
5,
00
0

0

5
00

1
,0
00

1
,5
00

2
,0
00

2
,5
00

3
,0
00

3
,5
00

4
,0
00

4
,5
00

H
2
3決

算
H
2
4決

算
H
2
5決

算
H
2
6決

算
H
2
7決

算
H
2
8決

算
H
2
9決

算
H
3
0決

算
R
0
1決

算
R
0
2見

込

③
地

方
債

残
高

（
④
＋

⑤
）

⑤
地
方
債

残
高
の

う
ち

臨
時
財

政
対
策

債
分

④
地

方
債

残
高

の
う

ち

臨
時

財
政

対
策

債
以

外

①
地

方
債
発
行

額

②
公
債
費
（
元
金
償
還
金
) 

※
利
子
分
除
く

地
方
債
発

行
(借

入
)額

公
債

費
(元

金
償

還
金

)
※

利
子

分
除

く

(単
位

：
百

万
円

)

地
方

債
残

高

<メ
モ

>

■
臨
時
財
政
対
策

債
と
は
…

本
来
、
地
方
交
付

税
で
措
置
さ
れ
る
べ

き
額
に
つ
い
て
、
国

の
財
政
事
情
が
厳
し

い
こ
と
か
ら
、
臨
時

的
に
地
方
債
と
し
て

配
分
さ
れ
る
も
の
。

後
年
度
に
、
元
利

償
還
金
の
全
額
が
地

方
交
付
税
と
し
て
措

置
(交

付
)さ

れ
る
。
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令
和

２
年

度
「

四
万

十
町

」
普

通
交

付
税

の
状

況
単

位
：

 
千

円

一
 
本

 
算

 
定

旧
窪

川
町

旧
大

正
町

旧
十

和
村

①
8
,
8
4
9
,
9
9
6
 

4,
69

0,
41

1 
1,
97
8,
33
0 

2,
18
1,
25
5 

8,
50
8,
27
6 

34
1,
72
0 

 
③

＝
②

×
縮

減
率

 
 
（

5
年

目
▲

9
0
%
）

3
0
7
,
5
4
7
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0,
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9 
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,3
38
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,8
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③
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5
4
2
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4
4
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54

0,
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1,
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う
ち

臨
時

財
政

対
策

債
発

行
可

能
額

⑤
2
4
9
,
7
1
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,9
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3 

▲
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17
 

⑥
1
,
8
8
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0
0
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2,
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1
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＝

⑦
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調
整

率
4
,
2
3
6
 

　
注

）
上

記
③

縮
減

額
の

計
算

式
は

説
明

用
に

簡
素

化
し

た
も

の
で

実
際

の
計

算
方

法
と

は
異

な
る

。

⑨
＝
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－
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4
0
3
,
4
9
1
 

合
併

算
定

替
普

通
交

付
税

臨
時

財
政

対
策

債
発

行
可

能
額

計
( 
実
質
的
な
普
通
交
付
税
 )

⑩
6
,
2
4
6
,
6
3
7
 

令
和

２
年

度
6
,
4
0
3
,
4
9
1
 

2
4
9
,
7
1
6
 

6
,
6
5
3
,
2
0
7
 

⑪
＝

⑨
－

⑩
1
5
6
,
8
5
4
 

令
和

元
年

度
（

最
終

決
定

）
6,
18
5,
68
1 

25
4,
15
5 

6,
43
9,
83
6 

増
　

減
　

額
（

R
0
2
－

R
0
1
）

21
7,
81
0 

▲
 4
,4
39
 

21
3,
37
1 

増
減

率
(
％

)
3.
5 

▲
 1
.7
 

3.
3 

合
併

算
定

替
と

一
本

算
定

の
　

差
　

額
（

Ａ
－

Ｂ
）

旧
３

町
村

計
（

Ａ
）

四
 
万

 
十

 
町

（
Ｂ

）

決 定 額 内 訳

基
準

財
政

需
要

額
(
縮

減
前

)

基
準

財
政

収
入

額

縮
減

額

基
準

財
政

需
要

額
(
縮

減
後

)

交
付

基
準

額

調
整

額

交
付

決
定

額

９
月

補
正

後
予

算
計

上
済

額

差
引

留
保

額

＊
「

基
準

財
政

需
要

額
」

及
び

「
基

準
財

政
収

入
額

」
は

「
錯

誤
措

置
額

」
加

算
後

の
額

項
目

計
算

式

合
併

算
定

替

◆
 
合

併
算

定
替

と
は

 
…

　
通

常
は

合
併

後
の

普
通

交
付

税
が

合
併

前
の

合
算

額
を

下
回

る
こ

と
に

な
る

が
、

合
併

に
よ

っ
て

交
付

税
　

（
 
上

表
Ａ

欄
 
）

　
　

　
が

急
激

に
減

少
し

な
い

よ
う

に
、

合
併

後
1
0
年

間
に

限
り

合
併

し
な

か
っ

た
場

合
の

交
付

税
額

（
合

併
前

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
の

市
町

村
単

位
で

算
出

し
た

交
付

税
の

合
算

額
）

を
全

額
保

障
す

る
も

の
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
ま

た
、

合
併

後
1
1
年

目
以

降
に

つ
い

て
も

、
一

本
算

定
(
合

併
後

の
本

来
の

交
付

税
額

)
ま

で
急

激
に

減
少

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
し

な
い

よ
う

、
激

変
緩

和
措

置
に

よ
り

段
階

的
に

縮
減

さ
れ

る
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
　

【
縮

減
率

】
1
年

目
▲

1
0
%
→

2
年

目
▲

3
0
%
→

3
年

目
▲

5
0
%
→

4
年

目
▲

7
0
%
→

5
年

目
▲

9
0
%
→

6
年

目
▲

1
0
0
%

◆
 
一

 
本

 
算

 
定

 
と

は
 
…

　
合

併
後

の
人

口
等

に
応

じ
て

算
出

さ
れ

た
本

来
の

算
定

額
　

（
 
上

表
Ｂ

欄
 
）

算
定

替
④
-⑤

-⑥

一
本
算
定

①
-⑤

-⑥

②

― 20 ―


